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公的資金補償金免除繰上償還制度に
よる地方債の繰上償還を実施します。

　地方公共団体の厳しい財政状況等を踏まえ、平成 22 年度から平成 24 年度までの国の特例措置として実施
されるもので、過去の借入公的資金について、低利資金への借換え等を行うことにより将来負担の軽減（公債
費の低減）を図る制度です。
　通常、地方債を償還期限前に繰上償還する場合、補償金（※）を支払わなければなりませんが、この制度によ
ると補償金の支払いが免除されます。制度の適用を受けるためには、行政改革等による取り組み等を盛り込ん
だ財政健全化計画（公営企業経営健全化計画）を策定し、国（総務省、財務省）の承認を受ける必要があります。
※「補償金」とは…借入団体が繰上償還をする場合に、将来支払う予定の利子を基に運用益などを加味して貸
出側が算出するもので、繰上げ償還時に元金と同時に支払わなければなりません。

1. 公的資金補償金免除繰上償還とは

⑴旧資金運用部資金・旧簡易生命保険資金
　平成 4年 5月 31日までに貸し付けられた年利 5％以上の普通会計債及び公営企業債
⑵旧公営企業金融公庫資金
　平成 5年 8月 31日までに貸し付けられた年利 5％以上の普通会計債及び公営企業債

2. 制度の対象となる起債

　平成 22年度から平成 24年
度までの 3 年間で、対象とな
る地方債の資金および金利の
区分に応じて実施されます。

3. 制度の適用期間

　氷川町下水道事業特別会計
で対象となる起債（繰上償還
予定の未償還元金および繰上
償還時の未償還利子）は、次
のとおりです。

4. 氷川町下水道事業特別会計における対象起債

　公的資金補償金免除繰上償還制度の適用条件となる公営企業経営健全化計画を策定し、平成 22 年 12 月に
総務省と財務省から承認を受けました。承認された計画は、氷川町ホームページまたは役場建設下水道課でご
覧になることができます。

5. 公的資金補償金免除繰上償還に係る公営企業経営健全化計画

　氷川町下水道事業では、平成 22年度から平成 24年度にかけて国の公的資金補償金免除繰上償
還制度を活用し、公債費負担の軽減に努めます。

資金区分
［年度別繰上償還対象額］※旧簡易生命保険資金の該当はありません。 （単位：千円）

項目 平成22年度 平成23年度 平成24年度
元金 61,933.9 42,396.4 72,524.4

旧資金運用部資金
利子 15,959.6 9,395.3 12,755.8
元金 42,061.4 15,369.6 8,373.9

旧公営企業金融公庫資金
利子 8,053.1 3,798.8 677.4

お問い合わせ先 建設下水道課下水道係　☎52-5862

資金区分
［年度別繰上償還対象年利区分］

平成22年度 平成23年度 平成24年度

年利6.3％以上 年利6.0％以上
6.3％未満

年利5.0％以上
6.0％未満

年利6.0％以上 年利5.5％以上
6.0％未満

年利5.0％以上
5.5％未満

年利6.5％以上 年利6.0％以上
6.5％未満

年利5.0％以上
6.0％未満

旧資金運用部資金

旧公営企業金融公庫資金

旧簡易生命保険資金
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平成23年1月1日現在氷川町
に住んでいましたか？

年末調整は済んでいますか？

確定申告書を税務署へ提出されましたか？
あるいは提出する予定ですか？

1か所からの給与又は公的年金のみですか？

年末調整の済んだ給与はありますか？

主な給与以外の収入が
20万円を超えていますか？

住民税申告が
必要です。 確定申告が必要です。税務署あるいは役場に確定申告書を提出して下さい。

いいえ はい

いいえ

はい

はい

いいえ

はい

いいえ

いいえ

はい

いいえ

いいえ はい

はい

はい

いいえ

は　

い

い
い
え申告の必要はありません。ただし、勤務先

からの給与支払報告書が役場に届いてい
ない場合は、住民税申告が必要となります。

平成22年1月1日から12月31日までの収入が給与又は公的年金で、
給与や年金の支払者から支払報告書が役場に提出されていますか？

役場税務課まで
お知らせ下さい。

確定申告（住民税申告）の必要はありません。

確定申告（住民税申告）
が必要です。

所得税が発生した方は確定申告、発生しなかった
方は住民税申告が必要です。お問い合わせ下さい。

町外にお住まいの方で氷川町内に事
業所・事務所、あるいは家屋敷を所有
していますか？

税務署から確定申告書が届きましたか？
申告
チェック
スタート


